
                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 998 号 

AFN-0998 

 

1994199419941994 年年年年 1111 月月月月 17171717 日創刊日創刊日創刊日創刊    毎週発行毎週発行毎週発行毎週発行    

葵総合経営葵総合経営葵総合経営葵総合経営センターセンターセンターセンターだよりだよりだよりだより週刊版週刊版週刊版週刊版    

H25. １１１１１１１１／／／／１８１８１８１８（（（（月月月月）））） 

『平成２６年度税制改正大綱 事業再編税制緩和へ』 

産業競争力強化法案産業競争力強化法案産業競争力強化法案産業競争力強化法案がこのほどがこのほどがこのほどがこのほど、、、、国会国会国会国会にににに提出提出提出提出されたされたされたされた。。。。税制改正大綱税制改正大綱税制改正大綱税制改正大綱ではではではでは、、、、同法同法同法同法にににに基基基基づくづくづくづく認定認定認定認定をををを

受受受受けたけたけたけた法人法人法人法人がががが、、、、積立期間内積立期間内積立期間内積立期間内にににに特定事業再編特定事業再編特定事業再編特定事業再編にににに係係係係るるるる特定会社特定会社特定会社特定会社のののの特定株式等特定株式等特定株式等特定株式等をををを取得取得取得取得するするするする場合場合場合場合、、、、そのそのそのその取取取取

得価額得価額得価額得価額のののの７７７７割割割割をををを限度限度限度限度としてとしてとしてとして積積積積みみみみ立立立立てたてたてたてた損失準備金損失準備金損失準備金損失準備金のののの額額額額をををを損金算入損金算入損金算入損金算入できるとしているできるとしているできるとしているできるとしている。。。。適用は、同

法の施行の日から平成２９年３月３１日までに認定を受けた法人が対象。 

特定事業再編とは、二以上の事業者がそれぞれの経営資源を有効に組み合わせて一体的に活用

するものをいう。また特定株式等とは、設立もしくは資本金の額等の増加に伴う金銭の払い込み、

合併などに伴い取得する特定会社の株式（出資を含む）、あるいはその特定会社に対する貸付金

に係る債権。積立期間は、法人が特定事業再編について認定を受けた日から同日以後１０年を経

過する日、もしくは特定事業再編に係る特定会社が、同日までに３期連続して営業利益を計上し

た場合には、その最後の事業年度終了までの期間を指す。積立期間終了後、損失準備金は５年間

で均等額を取り崩し、益金に算入する。 

また、同法の認定を受け事業再編等を実施する法人が会社の設立・不動産の取 

得等を行う場合に、登録免許税の負担を軽減する措置も創設されることとなって 

いる。 

『無申告法人から約百億円を追徴 ２４事務年度―国税庁が集計』 

国税庁国税庁国税庁国税庁はははは平成平成平成平成２４２４２４２４事務年度事務年度事務年度事務年度のののの法人税法人税法人税法人税、、、、法人消費税法人消費税法人消費税法人消費税、、、、源泉所得税等源泉所得税等源泉所得税等源泉所得税等のののの調査事績調査事績調査事績調査事績をまとめたをまとめたをまとめたをまとめた。。。。大口大口大口大口・・・・

悪質悪質悪質悪質なななな不正計算不正計算不正計算不正計算がががが想定想定想定想定されされされされ、、、、調査調査調査調査するするするする必要度必要度必要度必要度のののの高高高高いいいい法人法人法人法人９９９９万万万万３３３３千件千件千件千件についてについてについてについて実地調査実地調査実地調査実地調査。。。。このうちこのうちこのうちこのうち、、、、

法人税法人税法人税法人税のののの非違非違非違非違があったがあったがあったがあった法人法人法人法人がががが６６６６万万万万８８８８千件千件千件千件、申告漏れ所得金額は９,９９２億円、追徴税額は２,０９

８億円となった。法人消費税についても８万８千件を実地調査。このうち、消費税の非違があった

法人が５万件、追徴税額は４７４億円となった。また、１３万６千件の源泉徴収義務者についても

実地調査。このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者が３万３千件、追徴税額は２８

５億円となった。事業を行っていると見込まれる無申告法人４千件に対して調査を実施。法人税５

６億円、消費税４４億円、合わせて９９億円を追徴課税した。海外取引法人等に対する調査も１万

３千件実施。このうち、海外取引等に係る非違のあった件数が３千件、申告漏れ所得金額は２,４

５２億円。法人税について３万７千件の無所得申告法人に対して調査を実施。申告漏れ件数２万６

千件、申告漏れ所得金額４,８０３億円を把握。無所得申告法人のうち４千件は、本来有所得で申

告をすべき法人で、４１６億円を追徴課税した。消費税についても２万件に対し１２９億円を追徴

課税した。 
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